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知事定例記者会見 

■日時 令和２年７月６日（月）10:00～10:15 

■会場 応接室 

 

【質問事項】 

１ 新型コロナウイルス感染症について  

【記者】 

先日、福島テレビと福島民報が共同で世論調査を行いました。緊急事態宣言が解除されてから

１か月余が経ちましたが、半数以上の方が「移動自粛をしている」との結果でした。この結果に

対する知事の受け止めを教えてください。  

 

【知事】 

調査の結果を拝見しております。先般、県を越える移動が全面的に解除になっております。一

方で、県民の皆さんの中には、「自分が移動することにより、新型コロナウイルスに感染してし

まうのではないか」といった不安があるのではないかと思います。  

また、ここ数日、東京都において、連日１００人を超える感染が確認されております。（東京

都の感染者数は、）一時期は落ちついていましたが、この一週間程度の動きを見ますと、急激に

増加している傾向にあります。こういった動きを県民の皆さんが肌で感じ、「自分自身のリスク

を出来るだけ減らそう」、「不要不急の県外への移動を避けよう」という気持ちを抱いておられる

と考えています。 

こういった気持ちは、「新しい生活様式」においても重要だと思います。現在は、社会活動、

経済活動を段階的に再生させるという一方で、自分自身が出来るだけ「新しい生活様式」を大事

にし、自分の身を守るといった、このバランスを取っていくプロセスにあると考えております。 

 

【記者】 

知事も先週の本部員会議の中で、「より慎重な行動を」という呼び掛けをしておりましたが、

東京都で４日連続（感染者が）１００人超という現状もあります。今後の対応について、どのよ

うにお考えなのか教えてください。 

 

【知事】 

東京において、連日、１００人を超える新たな感染者が確認されていることを憂慮しておりま

す。 

特に、東京都と福島県の交流は、経済面、社会面、文化面等において非常に活発であります。

だからこそ、東京都における感染状況をしっかりと見極めながら、県民の皆さん、あるいは事業

者の皆さんに対応していただくことが大切だと思います。現在、東京都の小池知事は、都民の皆

さんに対して、不要不急の県をまたぐ移動は慎重にして欲しいというメッセージを送っておられ

ます。（私から）福島県民の皆さんにお願いしたいことは、東京に移動される際は、移動先の感

染状況に注意していただくことだと思います。 

今、東京においては、特定の地域、特定の業種（の店舗）において、数多く感染が確認されて

います。そういった特徴を念頭に行動していただくこと、もう一つ大切なことは、３つの密を避

ける、マスクを着ける、こういった自分の身を守る行動を徹底することだと思います。 

県民の皆さんには、仮に東京等に移動される場合、こういった点に十分注意しながら、慎重に

行動していただければと思います。 

 

【記者】 

今回の調査で、３３％の方が「第２波に備えた医療体制の強化」を求めております。また、３

０％の方が「希望者全員がＰＣＲ検査を受けられる環境整備」といった医療体制の充実を求める
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声が多かったのですが、この点について、知事の考えを教えてください。 

 

【知事】 

福島県内においては、幸い、感染状況が落ちついている状況にあります。これも県民の皆さ

ん、事業者の皆さんが、「新しい生活様式」をしっかり守って行動していただいているおかげだ

と思います。 

一方で、東京、あるいは鹿児島県などでも、一旦クラスター等が発生しますと、多くの感染者

が確認されています。これが「ウィズコロナ」であり、感染症と共に在り続けざるを得ない状況

の一つの証左だと思います。だからからこそ、大事なことは、医療提供体制をしっかり充実させ

ていくことだと思います。 

まず、入院体制につきましては、病院のベッドを２２９床、そして、軽症者等を受け入れるた

めのホテルが１００室、合計３２９室を準備させていただいております。福島県は、現在まで８

２例の感染者が確認されていますが、第１波のピークであった４月、入院している患者が一番多

い時で、病院及びホテルを使っていたのは５０名であります。現在、３２９の病院のベッド、ホ

テル等を準備しており、当面、安定的な対応が可能かと思います。一方で、今後、更に（感染

が）拡大していく可能性もありますので、県としては、病院の入院体制をどう充実させていくか

という議論をしております。 

併せて、大事なことは検査体制です。ＰＣＲ検査については、現在、１日当たり５７０検体ま

で対応できるようになっております。連日、１００から１５０程度の検査数で推移しております

が、当分の間、この検査体制で相当程度対応できると思います。以前は国の指針等を見て厳格に

（検査を実施）しておりましたが、今は出来る限り検査をするという対応をしております。今

後、仮に、県内で新たな感染者が確認された場合には、出来る限り幅広く周辺の方々を捉え、多

くの方々を対象として、早めに検査を受けていただき、封じ込めていくことが重要だと思います

ので、（県内の感染状況が）落ちついている今だからこそ、入院体制や検査体制の充実を進めて

いきたいと考えております。 

 

【記者】 

東京都は、都民に対して「東京都の外になるべく行かないでください」とお願いしています

が、福島県としては、東京都への移動自粛要請というのは、今のところ考えていないということ

でしょうか。 

 

【知事】 

現時点においては、県民の皆さんに「東京都に行くのをやめてください」ということはお願い

しておりませんが、残念ながら、東京都の感染状況は日々厳しくなっているという現状がありま

す。したがって、その感染状況に注意していただいた上で、慎重に行動していただくことが重要

だと思います。県民の皆さんが、例えば、東京や鹿児島県に行かれる場合、今はどういった感染

状況なのか、どういったところが発端で感染が発生しているかということを念頭に行動すること

が大切だと思いますので、そういった注意喚起を丁寧に行っていきたいと思います。 

 

２ 伊達市の大型商業施設計画について  

【記者】 

伊達市のイオンモールの件で、福島市の木幡市長が、「商業まちづくり推進条例の観点から、

県が調整役をして欲しい」という意向を示していますが、これについて知事はどのように考えて

いますか。 

 

【知事】 

現在、福島市、伊達市がそれぞれの立場での御意見を表明されている状況について、拝見して
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おります。県としては、関係市町村などの意見や社会情勢を踏まえながら、関係する法律あるい

は条例等に基づいて、適切に対応してまいります。 

 

【記者】 

双方のお話を聞くということで、積極的に調整役となる考えは今のところはないということで

しょうか。 

 

【知事】 

現時点においては、条例に関する動きがないという状況を御理解いただければと思います。 

 

３ 熊本県等における大雨被害について  

【記者】 

九州南部を襲った豪雨により、熊本県内で２０人以上の死亡が確認されました。球磨村では、

特別養護老人ホームの入所者が取り残されるなどの事案も発生しており、避難の難しさも浮き彫

りになりましたが、今回の豪雨の知事の受け止めについて伺います。 

 

【知事】 

今回の熊本の水害の状況について、連日報道で拝見しております。（報道を拝見し、）心にすぐ

に浮かびましたのは、昨年の秋に福島県を襲った台風１９号とその後の大雨災害の姿であります。

（今回の被災した）映像を見て、本当に我が事のように心が痛む思いでありました。今回の水害

によって亡くなられた方々に心から哀悼の意を表します。また、今なお被災地で苦しんでおられ

る方、悩んでおられる方が多数おられると思います。お見舞いを申し上げますとともに、現場で

懸命に救助作業あるいは復旧作業に携わっていただいている皆さんに心から敬意を表したいと思

います。 

梅雨の時期でありますので、今後、本県においてもこうした水害が起こり得ると思いますが、

事前の準備が何よりも大切であります。（県としては、）昨年の台風１９号等災害を踏まえた検証

を行い、中間取りまとめを行いました。その結果に基づき、今、各市町村、関係機関に対し、水

害への備えや、新たな問題である新型感染症対策を行いながらの避難について、どう工夫すべき

かを具体的にアドバイスさせていただいております。市町村においては、県の補正予算も活用し

て、旅館やホテル等を含め、出来るだけ避難する場所を増やす取組を行っていただいており、県

民の皆さんにおいては、災害が発生した時に、自分たちの家族、仲間はどこに避難すればいいの

かということを事前に考えていただく「マイ避難」や、（避難する際の）持ち出し袋の中に、今ま

で以上に消毒液やウエットティッシュ、マスクなどの感染症対策に十分対応できる物品を持ち歩

くことも重要かと思います。こういったそれぞれの備えを行っていただけるよう、県として、今

後とも取り組んでいきたいと思います。 

 

【記者】 

被害の全体像はまだ見えない中ですが、県として、熊本県などに物資や人員などの支援をする

考えはありますか。 

 

【知事】 

福島県は、これまで２０１１年の東日本大震災及び原発事故、あるいは昨年の台風災害におい

ても、多くの県、自治体、国民の皆さんから温かい応援を頂いてきました。今回の熊本の水害を

受け、本県として、全国知事会とも連携しながら、出来る限りの支援を行っていきたいと考えて

おります。 
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４ Ｊヴィレッジ除染に関する東洋経済新報社の記事について  

【記者】 

東洋経済新報社の報道で、Ｊヴィレッジの復旧工事を巡る記者の問い合わせに関し、県エネル

ギー課が東京電力に記者の名前を漏らしたと報じられています。この件について、知事は把握し

ていますか。 

 

【知事】 

記事に関する事実関係について、現在、確認中との報告を受けております。 

 

５ 帰還困難区域の新たな避難指示解除について  

【記者】 

帰還困難区域の特定復興再生拠点区域外（の避難指示解除）について、先日、政府が「新たな

解除の仕組みについて構築すべき」という考えを示しましたが、改めて、知事の考えをお聞かせ

ください。 

 

【知事】 

避難指示の解除は、「放射線量の低下」、「除染や生活環境整備の進捗」、そして「地元との十分

な協議」といった３つの要件に基づいて実施されるものと考えております。その上で、現在、国

においては、市町村が土地活用への強い意向を示しているような場合に、線量低減措置の環境整

備等を前提として、拠点区域外の避難指示解除を可能とする仕組みを検討していると聞いており

ます。 

避難地域は、復興の進捗状況が様々であり、環境もそれぞれ異なります。このため、国に対し

て、各自治体の意見を尊重しながら、丁寧に協議を重ねて、避難指示解除のための具体的な方針

を早急に示すよう求めているところであります。 

 

（終了） 

 


